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今年度の成果と課題

目
標
１

高次脳機能障がいや脊
髄損傷等の障がいのある
人たちを対象に、社会生
活自立を目標とした支援
を充実します。

医療部門を退院した人や
相談のあった人を対象
に、地域社会において自
立した生活が実現できる
よう、関係機関との連携
による個別の支援や、地
域における課題に対応す
るなどの総合的な支援を
実施します。

医療部門を退院した人や
相談のあった人たちのう
ち、社会活動への参画や
就労のための支援等が必
要な人に対し、地域社会
の課題に考慮した支援活
動を進めます。
平成２７年度目標：
１００％

地域社会の課題に対する
アプローチをとおして、生活
支援サービスの利用促進
や社会活動への参画、就
学・就労への取り組み等
を進め、社会生活自立を
目指します。

 医療部門の退院前に地域の関係
機関等と必要に応じ調整会議を開
き、支援方針や実施機関を決定
し、連携･協働して支援を実施。ま
た、地域生活において新たな課題
が生じたケースについても、同様に
調整会議を開催し支援方針や実
施機関の再検討を行い、把握でき
る範囲において１００％の支援を継
続実施しています。

 　退院前に地域連携会議を開き、当事者への
支援方針等を決定。関係機関と連携・協働し
て支援を実施しました。また、地域生活において
新たな課題が生じた際には、支援方針の再検
討を行う等、把握できる範囲において１００％の
支援を継続実施しました。
　今年度は、当事者の円滑な地域生活移行を
目指して、回復期病棟入院前から関係機関と
連携・調整を行ったり、入院中に家庭訪問を行
う等のアウトリーチの実施、児童福祉部門との連
携等、積極的な取り組みを行いました。
　引き続き、医療と介護、福祉部門等の一層の
連携のもと、当事者の地域生活を支える仕組み
について検討・構築していく必要があります。

目
標
２

高齢者や障害のある人
が、地域において安心で
活き活きと日常生活や就
労活動、社会活動ができ
るよう二次圏域など地域
への支援をはかります。

高齢者や障害のある方や
地域における支援機関な
どより寄せられる相談に対
し、リハビリテーションに係
る専門的な支援を実施し
ます。

平成27年度目標：事業
や総合相談窓口での相
談対応件数180件以上

高齢者や障害のある方
が、地域でのより質の高い
生活や社会への統合が
果たせるよう、当事者をは
じめ支援される方へリハビ
リテーションにかかる専門
的な支援を行います。

9月末時点での事業や総合相談
窓口における対応件数は、147件
です。高齢者の増加、制度の改定
に伴いリハビリテーションに係る相談
件数が増加するものと思われます。

　事業や総合相談窓口での対応件数は、346
件でした。
　今後も当事者を含め、支援機関などから寄せ
られるリハビリテーションに係る相談に対し、親身
な対応を行っていきます。

目
標
３

リハビリテーションの理解促
進、知識・技術の向上、
実践活動の充実等を図り
ます。

リハビリテーションセンターに
おける教育・研修事業を
強化し、地域の支援の場
における実践活動の充実
を図ります。

教育・研修事業の受講
者を対象としたアンケート
調査を実施し、研修目的
に合致し実践場面に反
映できる内容であった評
価が得られるような企画で
開催します。
平成27年度目標：実践
場面で有用とする回答
率　90％以上

医療・保健・福祉・教育・
職業などのリハビリテーショ
ンにかかる各種の専門職
を対象として、疾患別対
応技術の向上等を図るこ
とにより、リハビリテーション
提供体制の充実を図りま
す。

教育研修事業については4コース8
回を終了し、アンケート結果で実践
場面で有用と回答した割合は
92.7％という結果でした。受講者の
ニーズに応える形で研修会の企
画、開催ができています。

研修事業については、7コース12回の研修を実
施し、536名の参加を得ました。

その研修会参加者に行ったアンケートでは、回
答者455名のうち92.3％にあたる420名から有用
であったとする回答を得ました。所期の目標を達
成する内容となりました。
　今後も、ニーズに応じた研修会を実施し、本県
のリハビリテーションの基盤整備に努める必要が
あります。

目
標
４

高齢期で障害のある人
が、住み慣れた場所で安
心した日常生活を送り、
地域社会に参加できるよ
う支援します。

質の高い相談・判定の提
供により、適切な福祉用
具や補装具の利用をすす
めます。

平成27年度目標：補装
具および更生医療にかか
る相談・判定
　２，９００件

福祉用具センター等関係
機関との連携により、質の
高い福祉用具や補装具
の提供が可能となるよう、
体制の充実を図ります。

９月末時点での相談・判定件数は
1,487件（補装具：347件、更生医
療：1140件）となっており、目標値の
約51％の達成割合となっています。
今後も、適切な補装具や医療を提
供できるよう、福祉用具センターな
ど関係機関との連携を強化すること
により、相談支援体制の充実化を
図っていきます。

本年度の相談・判定件数は２，９３４件（補装
具：６８５件、更生医療：２，２４９件）であり、目
標値の約１０１％の達成となりました。来年度に
おいても、適切な補装具や医療を提供できるよ
う、福祉用具センターなど関係機関との連携の
強化により、相談支援体制の充実を更に図って
いきます。

　平成２６年度に策定した「滋賀県リハビリテーション推進計画」に基づき、回復期病棟を入退
院する方々、高次脳機能障害や頸髄脊髄損傷、神経難病などの当事者への直接支援、障
害者の就労や生活の支援を行っている就労支援事業所との二次障害予防の取り組みなど、
関係機関、施設、団体等との協働による活動の進展、更生医療、補装具の支給判定など、リ
ハビリテーションにかかる包括的な支援体制の構築を目的とした活動が行われています。今後
も、人材育成や学会開催等による連携ネットワークの拡充、保健所を拠点とした地域リハビリ
テーションの推進、相談支援体制の充実など、さらなる活動の充実を図っていく必要があります。

○暮らし（健康）

平成27年度「組織目標」

リハビリテーションの総合的な発展を目的に、先駆的なリハビリテーションの実践や
リハビリテーションを提供するための仕組みづくり、人材の育成等を包括的に進め
ることとし、リハビリテーションの基盤形成、専門的医療リハビリテーションの提供、
総合リハビリテーションの推進、地域リハビリテーションの支援の各機能を遺憾なく
発揮できるよう、各種の事業や活動を展開します。

予算額(人件費を除く）：　　　　  37,464千円　　　　　　人員：１6人

リハビリテーションは、障がいがあっても社会生活から阻がいされることなく、人間ら
しく生きることができるよう取組を進めることであり、利用者本位の観点から、日常
生活や社会生活に必要な機能や役割の回復、生活状況や社会環境の見直し
などの取組を総合的に進めます。


